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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　給電装置と受電装置とを有し、
　前記給電装置は、高周波電源、第１の整合回路、第１の共鳴用コイル、第１の送受信回
路、第１の制御回路及び第１のアンテナを有し、
　前記高周波電源は前記第１の整合回路を介して前記第１の共鳴用コイルと接続され、
　前記第１の制御回路は、前記第１の整合回路及び第１の送受信回路とそれぞれ接続され
、
　前記第１の送受信回路は前記第１のアンテナと接続され、
　前記受電装置は、第２の整合回路、第２の共鳴用コイル、第２の送受信回路、第２の制
御回路、負荷及び第２のアンテナを有し、
　前記第２の共鳴用コイルは、前記第１の共鳴用コイルと電磁共鳴をし、
　前記第２の共鳴用コイルは前記第２の整合回路と接続され、
　前記第２の制御回路は、前記負荷、前記第２の整合回路、及び前記第２の送受信回路と
それぞれ接続され、
　前記第２の送受信回路は前記第２のアンテナと接続され、
　前記第２の制御回路は、前記負荷に印加される直流電圧値及び直流電流値を取得する機
能を有し、
　前記第２の制御回路は、取得した前記直流電圧値及び前記直流電流値に基づき、前記第
１の整合回路及び前記第２の整合回路に命令を出力する機能を有し、
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　前記第２の制御回路から前記第１の整合回路への命令の出力は、前記第２の送受信回路
、前記第２のアンテナ及び前記第１のアンテナを介して行われ、
　前記第１の整合回路のパラメータと前記第２の整合回路のパラメータとのパラメータセ
ットは、前記給電装置と前記受電装置との距離に応じて設定されることを特徴とする非接
触給電システム。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記給電装置と前記受電装置との距離に応じて、前記パラメータセットは０番からｎ番
（ｎは整数）まで設定され、
　前記負荷の充電が完了するまで、前記第１の整合回路と前記第２の整合回路とは、前記
給電装置と前記受電装置との間の電力の伝送効率が最大となるｊ（ｊ≦ｎ－１）番目のパ
ラメータセットと、ｊ＋１番目のパラメータセットとを繰り返すことを特徴とする非接触
給電システム。
【請求項３】
　請求項１または請求項２において、
　前記第１の整合回路は、前記高周波電源と直列に接続された第１の素子と、前記高周波
電源と並列に接続された第２の素子とを有し、
　前記第２の整合回路は、前記負荷と直列に接続された第３の素子と、前記負荷と並列に
接続された第４の素子と、を有することを特徴とする非接触給電システム。
【請求項４】
　請求項３において、
　前記第１の素子及び前記第３の素子は、可変容量素子であり、
　前記第２の素子及び前記第４の素子は、可変コイルであることを特徴とする非接触給電
システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は給電装置、及び当該給電装置を具備する非接触給電システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
様々な電子機器の普及が進み、多種多様な製品が市場に出荷されている。近年では、携帯
電話及びデジタルビデオカメラ等の携帯型の電子機器の普及が顕著である。また電力を基
に動力を得る電気自動車等の電気推進移動体も製品として市場に登場しつつある。
【０００３】
携帯電話、デジタルビデオカメラまたは電気推進移動体には、蓄電手段であるバッテリー
が内蔵されている。当該バッテリーの充電は、殆どが給電手段である家庭用交流電源より
直接接触させて行われているのが現状である。またバッテリーを具備しない構成またはバ
ッテリーに充電された電力を用いない構成では、家庭用交流電源より配線等を介して直接
給電し動作させているのが現状である。
【０００４】
一方で非接触によりバッテリーの充電または負荷への給電を行う方式についての研究開発
も進んでおり、代表的な方式として、電磁結合方式（電磁誘導方式ともいう）、電波方式
（マイクロ波方式ともいう）、共鳴方式が挙げられる。電磁結合方式については、小型家
電機器等、普及が進んでいる電子機器もある。
【０００５】
また、共鳴方式の非接触給電システムとしては、特許文献１又は２にあるように電力の伝
送効率（送電効率）の向上を図るべく、開発が進んでいる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
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【特許文献１】特開２０１０－１９３５９８号公報
【特許文献２】特開２０１０－２３９６９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
共鳴方式による非接触給電システムでは、電力を受ける側の装置（以下、受電装置）が有
する共鳴用コイルと、電力を供給する側の装置（以下、給電装置）が有する共鳴用コイル
との距離によって、効率が高い送電が可能な条件が異なってしまい、安定して効率の高い
送電を行うことが困難である。
【０００８】
また、給電時に受電装置と給電装置の配置が変化すると、送電の効率が低下してしまうお
それがある。
【０００９】
そこで、本発明の一態様は、電力の伝送効率を高めることができる共鳴方式による給電シ
ステムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
本発明の一態様は、高周波電源に第１の整合回路を介して接続された第１の共鳴用コイル
と、第１の整合回路及び第１の送受信回路にそれぞれ接続された第１の制御回路と、を有
する給電装置と、第１の共鳴用コイルと電磁共鳴をする第２の共鳴用コイルと、負荷、第
２の整合回路、及び第２の送受信回路にそれぞれ接続された第２の制御回路と、を有する
受電装置と、を有する非接触給電システムである。
【００１１】
上記構成において、第１の整合回路及び第２の整合回路は、回路構成が同じである、非接
触給電システムである。
【００１２】
上記構成において、第１の整合回路は、高周波電源と直列に接続された第１の素子と、高
周波電源と並列に接続された第２の素子とを有し、第２の整合回路は、負荷と直列に接続
された第３の素子と、負荷と並列に接続された第４の素子と、を有する、非接触給電シス
テムである。
【００１３】
上記構成において、第１の素子と第３の素子とは、同じ構成を有する素子であり、第２の
素子と第４の素子とは、同じ構成を有する素子である、非接触給電システムである。
【００１４】
上記構成において、第１の素子及び第３の素子は、可変容量素子であり、第２の素子及び
第４の素子は、可変コイルである、非接触給電システムである。
【００１５】
本発明の一態様は、高周波電源に接続された第１のコイルと、第１のコイルと電磁結合を
する第１の共鳴用コイルと、第１の共鳴用コイルに接続された第１の整合回路と、第１の
整合回路と第１の送受信回路にそれぞれ接続された第１の制御回路と、を有する給電装置
と、第１の共鳴用コイルと電磁共鳴をする第２の共鳴用コイルと、第２の共鳴用コイルに
接続された第２の整合回路と、第２の共鳴用コイルと電磁結合をし、第２の整流回路を介
して負荷に接続された第２のコイルと、負荷、第２の整合回路、及び第２の送受信回路に
それぞれ接続された第２の制御回路と、を有する受電装置と、を有する非接触給電システ
ムである。
【００１６】
本発明の一態様は、高周波電源に第１の整合回路を介して接続された第１のコイルと、第
１のコイルと電磁結合する第１の共鳴用コイルと、第１の整合回路及び第１の送受信回路
にそれぞれ接続された第１の制御回路と、を有する給電装置と、第１の共鳴用コイルと電
磁共鳴をする第２の共鳴用コイルと、第２の共鳴用コイルと電磁結合をし、第２の整合回
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路及び整流回路を介して負荷に接続された第２のコイルと、負荷、第２の整合回路、及び
第２の送受信回路にそれぞれ接続された第２の制御回路と、を有する受電装置と、を有す
る非接触給電システムである。
【００１７】
上記構成において、第１の整合回路及び第２の整合回路は、回路構成が同じである、非接
触給電システムである。
【００１８】
上記構成において、第１の整合回路は、第１の共鳴用コイルと接続された第５の素子を有
し、第２の整合回路は、第２の共鳴用コイルと接続された第６の素子を有する、非接触給
電システムである。
【００１９】
上記構成において、第５の素子及び第６の素子は、可変容量素子である、非接触給電シス
テムである。
【発明の効果】
【００２０】
本発明の一態様は、給電時に受電装置と給電装置の配置に応じて、電力の伝送効率を高め
ることができる共鳴方式による非接触給電システムを提供することができる。これにより
、給電装置は、受電装置へ電力を効率よく供給することができる。このため、給電利用者
にとって、より利便性が高い給電システムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】実施の形態１の構成を説明するための図。
【図２】実施の形態１の構成を説明するための図。
【図３】実施の形態１の構成を説明するための図。
【図４】実施の形態１の構成を説明するための図。
【図５】実施の形態１の構成を説明するための図。
【図６】実施の形態１の構成を説明するための図。
【図７】実施の形態１の構成を説明するための図。
【図８】実施の形態２の構成を説明するための図。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
以下、本発明の実施の形態について図面を参照しながら説明する。但し、本発明は多くの
異なる態様で実施することが可能であり、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することな
くその形態及び詳細を様々に変更し得ることは当業者であれば容易に理解される。従って
実施の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。なお、以下に説明する発明の
構成において、同じ物を指し示す符号は異なる図面間において共通とする。
【００２３】
なお、各実施の形態の図面等において示す各構成の大きさ、層の厚さ、信号波形は、明瞭
化のために誇張されて表記している場合がある。よって、必ずしもそのスケールに限定さ
れない。
【００２４】
なお本明細書にて用いる第１乃至第ｎ（ｎは自然数）という用語は、構成要素の混同を避
けるために付したものであり、数的に限定するものではないことを付記する。
【００２５】
（実施の形態１）
本実施の形態では、本発明の一態様における共鳴方式による非接触給電を行う非接触給電
システムについて説明する。
【００２６】
〈非接触給電システムの構成〉
図１に、本発明の一態様に係る非接触給電システムの構成について示す。図１に示す非接
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触給電システムでは、共鳴方式が適用されている。図１に示す非接触給電システムは、給
電装置１１０及び受電装置１２０を含むように構成される。図１では、給電装置１１０に
おける第１の共鳴用コイル１１２と、受電装置１２０における第２の共鳴用コイル１２２
とが共鳴することで、電磁波による送電を行うことができる。
【００２７】
給電装置１１０は、高周波電源１１１と、第１の共鳴用コイル１１２と、第１の整合回路
１１３と、第１の制御回路１１４と、第１の送受信回路１１５と、第１のアンテナ１１６
とを有する。給電装置１１０において、高周波電源１１１は、第１の整合回路１１３を介
して第１の共鳴用コイル１１２と接続され、第１の整合回路１１３は、第１の制御回路１
１４を介して第１の送受信回路１１５と接続されている。
【００２８】
また、受電装置１２０は、負荷１２１と、第２の共鳴用コイル１２２と、第２の整合回路
１２３と、第２の制御回路１２４と、第２の送受信回路１２５と、第２のアンテナ１２６
と、整流回路１２７と、ＤＣＤＣコンバータ１２８とを有する。受電装置１２０において
、第２の共鳴用コイル１２２は、第２の整合回路１２３、整流回路１２７、及びＤＣＤＣ
コンバータ１２８を介して負荷１２１と接続されており、負荷１２１は、第２の制御回路
１２４を介して第２の整合回路１２３、第２の送受信回路１２５にそれぞれ接続されてい
る。なお、ＤＣＤＣコンバータは、負荷１２１の中に組み込まれていてもよい。
【００２９】
なお、図示しないが、受電装置１２０において、負荷１２１と第２の制御回路１２４との
間に、Ａ／Ｄ変換回路を設けてもよいし、第２の制御回路１２４と第２の整合回路１２３
との間にＤ／Ａ変換回路を設けてもよい。また、給電装置１１０において、第１の制御回
路１１４と第１の整合回路１１３との間にＤ／Ａ変換回路を設けてもよい。また、第２の
制御回路１２４は、Ａ／Ｄ変換回路を含む構成としてもよい。
【００３０】
給電装置１１０が有する第１の整合回路１１３は、高周波電源１１１と直列に接続された
少なくとも一つの素子と、高周波電源１１１と並列に接続された少なくとも一つの素子と
を有する。また、受電装置１２０が有する第２の整合回路１２３は、負荷１２１と直列に
接続された少なくとも一つの素子と、負荷１２１に並列に接続された少なくとも一つの素
子とを有する。なお、本明細書等において素子とは、容量素子、可変容量素子、コイル、
可変コイルを指す。
【００３１】
また、第１の整合回路１１３において、高周波電源１１１と直列に接続された素子と、並
列に接続された素子の少なくとも一方は、可変素子（可変容量素子又は可変コイル）であ
ることが好ましい。同様に、第２の整合回路１２３において、負荷１２１に直列に接続さ
れた素子と、並列に接続された素子の少なくとも一方は、可変素子（可変容量素子又は可
変コイル）であることが好ましい。第１の整合回路１１３の可変素子は、第１の制御回路
１１４からの信号によってインピーダンスを制御することができる。第２の整合回路１２
３の可変素子は、第２の制御回路１２４からの信号によってインピーダンスを制御するこ
とができる。また、第１の整合回路１１３において、高周波電源１１１と直列に接続され
た素子と、第２の整合回路１２３において、負荷１２１と直列に接続された素子とは、同
じ構成を有する素子であることが好ましく、第１の整合回路１１３において、高周波電源
１１１と並列に接続された素子と、第２の整合回路１２３において、負荷１２１と並列に
接続された素子とは、同じ構成を有する素子であることが好ましい。
【００３２】
例えば、第１の整合回路１１３において、高周波電源１１１と直列に接続された素子が容
量素子である場合には、第２の整合回路１２３において、負荷１２１と直列に接続された
素子も容量素子であることが好ましい。また、第１の整合回路１１３において、高周波電
源１１１と並列に接続された素子がコイルである場合には、第２の整合回路１２３におい
て、負荷１２１と並列に接続された素子はコイルであることが好ましい。
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【００３３】
本実施の形態では、第１の整合回路１１３は、高周波電源１１１と直列に接続された可変
容量素子Ｃｓ０と、高周波電源１１１と並列に接続された可変コイルＬｐ０とを有し、第
２の整合回路１２３は、負荷１２１と直列に接続された可変容量素子Ｃｓ１と、負荷１２
１と並列に接続された可変コイルＬｐ１とを有する場合について説明する。
【００３４】
共鳴方式による非接触給電システムでは、給電装置１１０が有する第１の共鳴用コイル１
１２と、受電装置１２０が有する第２の共鳴用コイル１２２との距離によって、電力の伝
送効率が最大となる条件が異なる。したがって、第１の整合回路１１３のパラメータ及び
第２の整合回路１２３のパラメータは、給電装置１１０と受電装置１２０との距離毎に、
電力の伝送効率が最大となるように設定されることが好ましい。ここで、第１の整合回路
１１３のパラメータとは、第１の整合回路１１３が有する（可変）容量素子または（可変
）コイルのそれぞれのインピーダンスを指し、第２の整合回路１２３のパラメータとは、
第２の整合回路１２３が有する（可変）容量素子または（可変）コイルのそれぞれのイン
ピーダンスを指す。なお、本明細書等において、給電装置１１０と受電装置１２０との距
離とは、第１の共鳴用コイル１１２と、第２の共鳴用コイル１２２との距離を指すものと
する。
【００３５】
図２（Ａ）に、給電装置１１０と受電装置１２０との距離毎に、電力の伝送効率が最大と
なる第１の整合回路１１３のパラメータ及び第２の整合回路１２３のパラメータが設定さ
れた表を示す。図２（Ａ）では、第１の整合回路１１３のパラメータと、第２の整合回路
１２３のパラメータと、給電装置１１０と受電装置１２０の距離と、を一つのパラメータ
セットとし、パラメータセットに番号が付与されている。なお、Ｎｏ．０は、第１の整合
回路１１３及び第２の整合回路１２３の初期状態を表す。
【００３６】
図２（Ｂ）に、給電装置１１０と受電装置１２０との距離と、受電電力との関係を示す。
図２（Ｂ）に示す太い実線は、パラメータセットがＮｏ．ｊのときの給電装置１１０と受
電装置１２０との距離と、受電電力との関係を示すグラフである。また、図２（Ｂ）に示
す点線は、パラメータセットがＮｏ．ｊ＋１のときの給電装置１１０と受電装置１２０と
の距離と、受電電力との関係を示すグラフである。なお、受電電力とは、受電装置１２０
の負荷１２１に供給される電力を指す。
【００３７】
例えば、図２（Ａ）に示すように、パラメータセットＮｏ．ｊにおいて、第１の整合回路
１１３のパラメータがＣｓ０ｊ、Ｌｐ０ｊ及び第２の整合回路１２３のパラメータがＣｓ
１ｊ、Ｌｐ１ｊと設定されている場合、電力の伝送効率が最大となるのは、給電装置１１
０と受電装置１２０との距離がＡｊ［ｃｍ］のときである。給電装置１１０と受電装置１
２０との距離がＡｊ［ｃｍ］のとき電力の伝送効率が最大となるため受電電力の値も最大
となる（図２（Ｂ）実線を参照）。
【００３８】
例えば、第１の整合回路１１３のパラメータ及び第２の整合回路１２３のパラメータが、
Ｃｓ０ｊ、Ｌｐ０ｊ、Ｃｓ１ｊ、Ｌｐ１ｊに設定されている場合、給電装置１１０と受電
装置１２０との距離がＡｊ＋１［ｃｍ］であると、電力の伝送効率は最大にならない（図
２（Ｂ）実線を参照）。給電装置１１０と受電装置１２０との距離がＡｊ＋１［ｃｍ］に
おいて、第１の整合回路１１３のパラメータ及び第２の整合回路１２３のパラメータを、
Ｃｓ０ｊ＋１、Ｌｐ０ｊ＋１、Ｃｓ１ｊ＋１、Ｌｐ１ｊ＋１に設定することにより、電力
の伝送効率が最大となるとなるため受電電力の値も最大となる（図２（Ｂ）点線を参照）
。
【００３９】
〈非接触給電システムにおける給電方法〉
次に、本発明の一態様に係る非接触給電システムにおける給電方法について図１乃至図３
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を参照して説明する。図３は、非接触給電システムにおける給電方法の一例を示すフロー
チャートである。
【００４０】
まず、給電装置１１０に対して、受電装置１２０が任意の位置に設置されると、給電装置
１１０は受電装置１２０へ送電を開始する。給電装置１１０の高周波電源１１１をオンと
することにより送電が開始される（図３に示すステップ２０１参照）。このとき、給電装
置１１０の第１の整合回路１１３のパラメータ及び受電装置１２０の第２の整合回路１２
３のパラメータは初期状態（例えば、図２（Ａ）に示すＮｏ．０のパラメータセット）で
あるため、この段階では効率の良い送電が行われているとは限らない。つまり、伝送効率
が最大であるとは限らない。なお、本実施の形態では、パラメータセットに付与した番号
のＮｏ．１からプラス方向にシフトさせる場合について説明する。
【００４１】
給電装置１１０から受電装置１２０へ送電が開始されると、給電装置１１０の第１の共鳴
用コイル１１２から受電装置１２０の第２の共鳴用コイル１２２へ、磁気共鳴結合を介し
て送電され、さらに、整流回路１２７及びＤＣＤＣコンバータ１２８によって、直流電圧
及び直流電流に変換され、負荷１２１（例えば、二次電池、ＬＥＤ、ＩＣチップのいずれ
かを少なくとも含む）へ印加される。このとき、受電装置１２０の第２の制御回路１２４
は、負荷１２１に印加される直流電圧値及び直流電流値を取得する（図３に示すステップ
２０２参照）。例えば、第２の制御回路１２４がＡ／Ｄ変換回路を有している場合には、
直流電圧値及び直流電流値は、アナログ信号からデジタル信号へ変換されて、第２の制御
回路１２４で取得される。このときの直流電圧値及び直流電流値の積を電力値Ｐ０とする
。取得した直流電圧値及び直流電流値の積（電力値Ｐ０）のデータは、第２の制御回路１
２４に接続された記憶装置（図示せず）に格納してもよい。
【００４２】
次に、一定期間（例えば、３００ｍｓｅｃ）、負荷１２１に充電（又は給電とも記す）を
行う（図３に示すステップ２０３参照）。
【００４３】
次に、第２の制御回路１２４は、負荷１２１の充電を継続するか否かを判定する（図３に
示すステップ２０４参照）。負荷１２１の充電を継続しないと判定された場合は、高周波
電源１１１をオフすることで、充電を完了させる（図３に示すステップ２０５参照）。負
荷１２１の充電を継続すると判定された場合は、次のステップに進む。
【００４４】
次に、第２の制御回路１２４は、パラメータセットをプラス方向にシフトさせるか否かを
判定する（図３に示すステップ２０６参照）。プラス方向にシフトさせないと判定された
場合は、パラメータセットをマイナス方向にシフトさせる命令を第２の整合回路１２３及
び第１の整合回路１１３に出力する（図３に示すステップ２０８）。プラス方向にシフト
させると判定された場合は、パラメータセットをプラス方向にシフトさせる命令を第２の
整合回路１２３及び第１の整合回路１１３に出力する（図３に示すステップ２０７参照）
。なお、第２の整合回路１２３から第１の整合回路１１３に命令を出力する場合は、第２
の制御回路は第２の送受信回路１２５に命令を出力し、第２の送受信回路１２５からアン
テナ１２６及びアンテナ１１６を介して第１の送受信回路１１５へ送信し、第１の送受信
回路１１５から第１の制御回路１１４を介して第１の整合回路１１３へ出力すればよい。
【００４５】
次に、第２の制御回路１２４は、パラメータセットをプラス方向又はマイナス方向にシフ
トした後の直流電圧値及び直流電流値を取得する（図３に示すステップ２０９参照）。こ
のときの直流電圧値及び直流電流値の積を電力値Ｐ１とする。取得した直流電圧値及び直
流電流値の積（電力値Ｐ１）のデータは、第２の制御回路１２４に接続された記憶装置（
図示せず）に格納してもよい。
【００４６】
次に、第２の制御回路１２４は、電力値Ｐ１が電力値Ｐ０よりも大きいか否かを判定する
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（図３に示すステップ２１０参照）。第２の制御回路１２４が、電力値Ｐ１が電力値Ｐ０
よりも小さいと判定した場合は、パラメータセットのシフトの方向を反転させる命令を第
２の整合回路１２３及び第１の整合回路１１３に出力する（図３に示すステップ２１２参
照）。第２の制御回路１２４が、電力値Ｐ１が電力値Ｐ０よりも大きいと判定した場合は
、パラメータセットのシフトの方向を維持する命令を第２の整合回路１２３及び第１の整
合回路１１３に出力する（図３に示すステップ２１１参照）。
【００４７】
次に、第２の制御回路１２４は、電力値Ｐ１を電力値Ｐ０に代入する（図３に示すステッ
プ２１３参照）。その後の処理は、ステップ２０３に戻され、それ以降の処理が繰り返さ
れる。すなわち、負荷１２１の充電が完了するまで、ステップ２０３～２１３のループ処
理が繰り返し実行される。
【００４８】
例えば、ステップ２０３～２１３のループ処理が繰り返し実行され、第２の制御回路１２
４は、パラメータセットのＮｏ．ｊ－１の直流電圧値及び直流電流値の積（Ｐ０＝Ｗｊ－

１）を取得した後、パラメータセットをプラス方向にシフトさせ、パラメータセットのＮ
ｏ．ｊの直流電圧値及び直流電流値の積（Ｐ１＝Ｗｊ）を取得したとする（図３に示すス
テップ２０９参照）。
【００４９】
次に、第２の制御回路１２４は、電力値Ｐ１が電力値Ｐ０よりも大きいか否かを判定し、
Ｐ１がＰ０よりも大きい（Ｗｊ＞Ｗｊ－１）と判定したとする（図３に示すステップ２１
０参照）。この場合、パラメータセットのシフトの方向は維持されるという命令が、第２
の制御回路１２４から第２の整合回路１２３及び第１の整合回路１１３に出力される（図
３に示すステップ２１１参照）。
【００５０】
次に、第２の制御回路１２４において、電力値Ｐ１が電力値Ｐ０に代入されるため、Ｐ０
＝Ｗｊとなり（図３に示すステップ２１３参照）、一定期間、負荷１２１に充電が行われ
る（図３に示すステップ２０３参照）。
【００５１】
次に、第２の制御回路１２４は、負荷１２１に充電を継続するか否かを判定し、充電を継
続すると判定したとする（図３に示すステップ２０４）と、ステップ２０６に進む。
【００５２】
次に、第２の制御回路１２４は、パラメータセットをプラス方向にシフトさせるか否かを
判定する（図３に示すステップ２０６参照）。ここで、パラメータセットをＮｏ．ｊ－１
からｊにプラス方向にシフトすることで、Ｐ０＜Ｐ１となることが、ステップ２１０にお
いて判定されているため、第２の制御回路１２４は、パラメータセットをＮｏ．ｊからｊ
＋１にプラス方向にシフトさせる命令を第２の整合回路１２３及び第１の整合回路１１３
に出力する（図３に示すステップ２０７参照）。
【００５３】
次に、第２の制御回路１２４は、パラメータセットＮｏ．ｊ＋１の直流電圧値及び直流電
流値を取得する（図３に示すステップ２０８参照）。このときの直流電圧値及び直流電流
値の積を電力値Ｐ１＝Ｗｊ＋１とする。
【００５４】
次に、第２の制御回路１２４は、電力値Ｐ１が電力値Ｐ０よりも大きいか否かを判定し、
Ｐ１がＰ０よりも小さい（Ｗｊ＜Ｗｊ＋１）と判定したとする（図３に示すステップ２１
０参照）。この場合は、パラメータセットのシフト方向を反転する命令が第２の整合回路
１２３及び第１の整合回路１１３に出力される（図３に示すステップ２１２参照）。
【００５５】
次に、第２の制御回路１２４において、電力値Ｐ１が電力値Ｐ０に代入されるため、Ｐ０
＝Ｗｊ＋１となり（図３に示すステップ２１３）、一定期間、負荷１２１に充電が行われ
る（図３に示すステップ２０３）。
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【００５６】
ここで、上述のパラメータセットのＮｏ．と受電電力との関係を図４に示す。図４に示す
ように、パラメータセットがＮｏ．ｊのとき、受電電力は極大値をとるとすると、給電装
置１１０と受電装置１２０との距離がＡｊ［ｃｍ］であるときに、電力の伝送効率が最大
となる。したがって、パラメータセットがＮｏ．ｊのときに、給電装置１１０から受電装
置１２０へ効率よく給電を行うことができる。負荷１２１の充電が完了するまで、パラメ
ータセットのＮｏ．ｊとｊ＋１とを繰り返すことにより、効率よく負荷１２１に充電を行
うことができる。
【００５７】
また、負荷１２１に充電を行っている途中で、給電装置１１０と受電装置１２０との距離
が変わった場合であっても、負荷１２１の充電が完了するまで、パラメータセットのＮｏ
．を変更しつづければよいため、効率よく充電を行うことができる。
【００５８】
図１に示す非接触給電システムにおいて、図３に示す給電方法を適用することで、給電装
置１１０と受電装置１２０の配置に応じて、電力の伝送効率を高めることができるため、
効率よく、給電を行うことができる。このため、給電利用者にとって、より利便性が高い
給電システムを提供することができる。
【００５９】
次に、図１とは一部異なる非接触給電システムの構成について図５に示す。
【００６０】
給電装置１４０は、高周波電源１１１、第１のコイル１１７と、第１の共鳴用コイル１１
２と、容量素子１１８と、第１の整合回路１１３と、第１の制御回路１１４と、第１の送
受信回路１１５と、第１のアンテナ１１６と、を有する。給電装置１４０において、高周
波電源１１１は、第１のコイル１１７と接続されており、第１のコイル１１７と電磁結合
をする第１の共鳴用コイル１１２が第１の整合回路１１３と接続されている。また、第１
の整合回路１１３は、第１の制御回路１１４を介して第１の送受信回路１１５と接続され
ている。
【００６１】
また、受電装置１５０は、負荷１２１と、第２のコイル１２９と、第２の共鳴用コイル１
２２と、容量素子１３０と、第２の整合回路１２３と、第２の制御回路１２４と、第２の
送受信回路１２５と、第２のアンテナ１２６と、を有する。受電装置１５０において、第
１の共鳴用コイル１１２と電磁共鳴をする第２の共鳴用コイル１２２は、第２の整合回路
１２３と接続されており、第２の共鳴用コイル１２２と電磁結合をする第２のコイル１２
９が、整流回路１２７、ＤＣＤＣコンバータ１２８を介して負荷１２１に接続されている
。負荷１２１は、第２の制御回路１２４と、第２の制御回路１２４を介して第２の送受信
回路１２５とにそれぞれ接続されている。
【００６２】
なお、容量素子１１８及び容量素子１３０は、それぞれ第１の共鳴用コイル１１２及び第
２の共鳴用コイル１２２の寄生容量であってもよいし、それぞれ独立に設けられていても
よい。
【００６３】
給電装置１４０が有する第１の整合回路１１３は、第１の共鳴用コイル１１２と接続され
た少なくとも一つの素子を有する。また、受電装置１５０が有する第２の整合回路１２３
は、第２の共鳴用コイル１２２と接続された少なくとも一つの素子を有する。また、第１
の共鳴用コイル１１２と接続された少なくとも一つの素子は、可変素子（可変容量素子又
は可変コイル）であることが好ましい。また、第２の共鳴用コイル１２２と接続された少
なくとも一つの素子は、可変素子（可変容量素子又は可変コイル）であることが好ましい
。
【００６４】
また、第１の整合回路において、第１の共鳴用コイル１１２と接続された素子と、第２の
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整合回路において、第２の共鳴用コイル１２２と接続された素子とは、同じ構造を有する
素子であることが好ましい。例えば、第１の整合回路１１３において、第１の共鳴用コイ
ル１１２と接続された素子が、可変容量素子である場合には、第２の整合回路１２３にお
いて、第２の共鳴用コイル１２２と接続された素子は、可変容量素子であることが好まし
い。
【００６５】
図５に示す非接触給電システムでは、第１の共鳴用コイル１１２は第１のコイル１１７と
電磁結合をし、第２の共鳴用コイル１２２は第２のコイル１２９と電磁結合をし、第１の
共鳴用コイル１１２と第２の共鳴用コイル１２２が電磁共鳴する方法で、電力の伝送を行
う。図５に示す非接触給電システムにおいて、第１の共鳴用コイル１１２及び第２の共鳴
用コイル１２２のＱ値を高めることができるので、図１に示す非接触給電システムと比較
して、長距離の電力の伝送が可能であるという特徴を有している。
【００６６】
図５に示す非接触給電システムにおいても、第１の共鳴用コイル１１２と第２の共鳴用コ
イル１２２との距離毎に、電力の伝送効率が最大となる条件が異なる。
【００６７】
例えば、図６（Ｂ１）に示すように、第１の共鳴用コイル１１２と第２の共鳴用コイル１
２２とが任意の位置に設置された場合、図６（Ｂ２）に示すように、周波数が共振周波数
ｆ０のとき電力の伝送効率は最大となる。しかしながら、図６（Ａ１）に示すように、第
１の共鳴用コイル１１２と第２の共鳴用コイル１２２との距離が近すぎる場合、図６（Ａ
２）の細い実線に示すように、電力の伝送効率にピークのスプリットが発生し、ピークは
周波数ｆ０’のときであり、共振周波数ｆ０においてはピークの谷となってしまうため、
電力の伝送効率が低下してしまう。また、図６（Ｃ１）に示すように、第１の共鳴用コイ
ル１１２と第２の共鳴用コイル１２２との距離が離れている場合、図６（Ｃ２）ピークス
プリットは発生しないが共振周波数ｆ０において、図６（Ｂ２）と比較して電力の伝送効
率が低くなってしまう。なお、図６では、理解を容易にするため、高周波電源１１１と、
第１のコイル１１７、第１の共鳴用コイル１１２、負荷１２１、第２のコイル１２９、第
２の共鳴用コイル１２２のみを示している。
【００６８】
図５に示すように、非接触給電システムに第１の整合回路１１３及び第２の整合回路１２
３を用いることにより、第１の共鳴用コイル１１２と第２の共鳴用コイル１２２との距離
毎に、電力の伝送効率が最大となる条件が設定することができるため、効率よく給電を行
うことができる。
【００６９】
特に、第１の共鳴用コイル１１２と第２の共鳴用コイル１２２との距離が近すぎて、電力
の伝送効率にピークのスプリットが発生したとしても、第１の整合回路１１３及び第２の
整合回路１２３を用いることにより、図６（Ａ２）の太い実線に示すように、伝送効率の
ピークを共振周波数ｆ０にシフトすることができるため、電力の伝送効率を高めることが
できる。
【００７０】
次に、図５とは一部異なる非接触給電システムについて図７に示す。
【００７１】
給電装置１６０は、高周波電源１１１、第１のコイル１１７と、第１の共鳴用コイル１１
２と、容量素子１１８と、第１の整合回路１１３と、第１の制御回路１１４と、第１の送
受信回路１１５と、第１のアンテナ１１６と、を有する点においては、図５と同様である
。図５と異なる部分は、給電装置１６０において、高周波電源１１１は、第１の整合回路
１１３を介して第１のコイル１１７と接続されており、第１のコイル１１７と電磁結合を
する第１の共鳴用コイル１１２と、容量素子１１８が接続されている点にある。
【００７２】
また、受電装置１７０は、負荷１２１と、第２のコイル１２９と、第２の共鳴用コイル１
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２２と、容量素子１３０と、第２の整合回路１２３と、第２の制御回路１２４と、第２の
送受信回路１２５と、第２のアンテナ１２６と、を有する点においては、図５と同様であ
る。図５と異なる部分は、受電装置１７０において、第１の共鳴用コイル１１２と電磁共
鳴をする第２の共鳴用コイル１２２は、容量素子１３０と接続され、第２の共鳴用コイル
１２２と電磁結合をする第２のコイル１２９が、第２の整合回路１２３、整流回路１２７
、ＤＣＤＣコンバータ１２８を介して負荷１２１に接続されている。
【００７３】
なお、第１の共鳴用コイル１１２及び第２の共鳴用コイル１２２は、孤立したコイルを用
い、容量素子１１８及び容量素子１３０は、それぞれ第１の共鳴用コイル１１２及び第２
の共鳴用コイル１２２の寄生容量とすることが好ましい。このような構成とすることによ
り、共鳴用コイルに独立して容量素子を接続する場合と比較してＱ値をさらに高めること
ができる。
【００７４】
図５及び図７に示す第１の共鳴用コイル１１２と容量素子１１８とによって構成される共
振回路、及び第２の共鳴用コイル１２２と容量素子１３０とによって構成される共振回路
は、Ｑ値が非常に高い。したがって、これらの共振回路に接続された回路に起因して、Ｑ
値が低下し、電力の伝送効率が低下してしまうおそれがある。そこで、図７に示すように
、高周波電源１１１側に第１の整合回路を設け、負荷１２１側に第２の整合回路を設ける
ことにより、Ｑ値の低下を抑制し、電力の伝送効率の低下を抑制することができる。
【００７５】
図５及び図７の非接触給電システムにおいても、図３に示す給電方法を適用することで、
給電装置と受電装置の配置に応じて、電力の伝送効率を高めることができるため、効率よ
く、給電を行うことができる。このため、給電利用者にとって、より利便性が高い給電シ
ステムを提供することができる。
【００７６】
（実施の形態２）
本実施の形態では、上記実施の形態で説明した非接触給電システムを適用できる用途につ
いて説明する。なお、本発明の一態様に係る非接触給電システムを適用できる用途として
は、例えば携帯型の電子機器である、デジタルビデオカメラ、携帯情報端末（モバイルコ
ンピュータ、携帯電話、携帯型ゲーム機又は電子書籍等）、記録媒体を備えた画像再生装
置（具体的にはＤｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｃ（ＤＶＤ））などが挙げ
られる。また、電力を基に動力を得る電気自動車等の電気推進移動体が挙げられる。以下
、一例について図面を用いて説明する。
【００７７】
図８（Ａ）は携帯電話及び携帯情報端末を非接触給電システムの用途とする一例であり、
給電装置７０１、受電装置７０３Ａを有する携帯電話７０２Ａ、受電装置７０３Ｂを有す
る携帯電話７０２Ｂによって構成されている。上記実施の形態で説明した非接触給電シス
テムは、給電装置７０１と受電装置７０３Ａとの間、及び給電装置７０１と受電装置７０
３Ｂとの間で適用することができる。
【００７８】
例えば、給電装置７０１には、実施の形態１に示す給電装置１１０、１４０、１６０の構
成が適用でき、受電装置７０３Ａ及び受電装置７０３Ｂには、実施の形態１に示す受電装
置１２０、１５０、１７０の構成が適用できる。
【００７９】
本発明の一態様に係る非接触給電システムを適用することにより、給電装置７０１と受電
装置７０３Ａとの配置、及び給電装置７０１と受電装置７０３Ｂとの配置に応じて、送電
の効率を高めることができるため、給電装置７０１から受電装置７０３Ａ及び受電装置７
０３Ｂへ電力を効率よく供給することができる。
【００８０】
図８（Ｂ）は電気推進移動体である電気自動車を非接触給電システムの用途とする一例で
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あり、給電装置７１１、受電装置７１３を有する電気自動車７１２によって構成されてい
る。上記実施の形態で説明した非接触給電システムは、給電装置７１１と受電装置７１３
との間で適用することができる。
【００８１】
例えば、給電装置７１１には、実施の形態１に示す給電装置１１０、１４０、１６０の構
成が適用でき、受電装置７１３には、実施の形態１に示す受電装置１２０、１５０、１７
０の構成が適用できる。
【００８２】
本発明の一態様に係る非接触給電システムを適用することにより、給電装置７１１と受電
装置７１３との配置に応じて、送電の効率を高めることができるため、給電装置７１１か
ら受電装置７１３へ電力を効率よく供給することができる。
【００８３】
また、受電装置７１３を有する電気自動車７１２と給電装置７１１との配置が変わったと
しても、図２（Ａ）に示すようなパラメータセットの範囲内であれば、送電の効率を変化
させることができるため、送電の効率を高めることができる。
【００８４】
以上、上記実施の形態で説明した非接触給電システムは電力をもって駆動させる物品であ
ればどのようなものにでも設けて使用することができる。
【００８５】
本実施の形態は、他の実施の形態に記載した構成と適宜組み合わせて実施することが可能
である。
【符号の説明】
【００８６】
１１０　　給電装置
１１１　　高周波電源
１１２　　共鳴用コイル
１１３　　整合回路
１１４　　制御回路
１１５　　送受信回路
１１６　　アンテナ
１１７　　コイル
１１８　　容量素子
１２０　　受電装置
１２１　　負荷
１２２　　共鳴用コイル
１２３　　整合回路
１２４　　制御回路
１２５　　送受信回路
１２６　　アンテナ
１２７　　整流回路
１２８　　ＤＣＤＣコンバータ
１２９　　コイル
１３０　　容量素子
１４０　　給電装置
１５０　　受電装置
１６０　　給電装置
１７０　　受電装置
２０１　　ステップ
２０２　　ステップ
２０３　　ステップ
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２０４　　ステップ
２０５　　ステップ
２０６　　ステップ
２０７　　ステップ
２０８　　ステップ
２０９　　ステップ
２１０　　ステップ
２１１　　ステップ
２１２　　ステップ
２１３　　ステップ
７０１　　給電装置
７０２Ａ　　携帯電話
７０２Ｂ　　携帯電話
７０３Ａ　　受電装置
７０３Ｂ　　受電装置
７１１　　給電装置
７１２　　電気自動車
７１３　　受電装置

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】



(15) JP 5947534 B2 2016.7.6

【図７】 【図８】



(16) JP 5947534 B2 2016.7.6

10

フロントページの続き

(56)参考文献  国際公開第２００９／１１１５９７（ＷＯ，Ａ２）　　
              特開２０１０－１３０８００（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２０１１／１４２４１７（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開２０１０－１４１９７６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－１４１９７７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－２３８３７２（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０２Ｊ　　５０／１２　　　　
              Ｈ０２Ｊ　　５０／８０　　　　
              Ｈ０４Ｂ　　　５／０２　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

